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井上　淳（1）

 １　はじめに

　本稿は，欧州連合（以下「EU」という。）におけるオンライン・プラットフォームに対
する規制（2）等の動向を紹介し，考察を加えるものである。
　検索エンジン，SNS 等のオンライン・プラットフォームは，消費者と生産者，利用者
と広告主等，様々なグループの間の取引やコミュニケーションを円滑化する重要な役割を
果たしている。また，オンライン・プラットフォームは，莫大なデータを収集するととも
に，人工知能等の新技術と組み合わせることによって，革新的なサービスの提供も行って
いる。オンライン・プラットフォームは，社会経済活動において，ますますその存在感や
重要性を増している。
　オンライン・プラットフォームの存在感や重要性が増す中，EU においては，2015 年５
月，EU の執行機関である欧州委員会が「欧州のデジタル単一市場戦略」（3）を公表し，プ
ラットフォームについて，透明性の欠如等いくつかの懸念があるとし，調査することを明
らかにした。欧州委員会は，2015 年９月から翌年１月にかけて，オンライン・プラット
フォームの規制の在り方に関する意見公募（以下単に「意見公募」という。）を実施し，
その結果等を踏まえて，2016 年５月，今後の検討の方向性を示す「欧州のためのオンラ
イン・プラットフォーム及びデジタル単一市場の機会及び挑戦」（4）（以下「OP 文書」と
いう。）を公表した。OP 文書は，欧州委員会の文書であって，そこに掲げられた政策が
EU の法令等として成立するためには，欧州議会と各加盟国の政府から構成される理事会
の共同決定が必要である。このため，OP 文書に盛り込まれた政策が全て実現するという
わけではない。しかしながら，EU という，５億人，2000 兆円という世界一の経済圏を有
するとともに，政治力・外交力でも影響力を保持する国家の共同体において，我が国とも
関連の深いオンライン・プラットフォームに対する規制等がどのような議論されているか
を見ておくことは，意義あることと思われる。そこで，本稿においては，OP 文章を分析
し，グローバルな影響力を有する EU がオンライン・プラットフォームに対する規制等に
ついてどのような検討を行っているかを紹介し，考察を加える。
　なお，先行研究については，OP 文書が 2016 年５月に公表されたものであるため，OP
文書を網羅的に分析したものは承知していないが，OP 文書の策定の契機となった「欧州
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のデジタル単一市場戦略」については，上原（2016）が分析している。上原（2016）は，
プラットフォームについて，現行の通信分野の規制が，「新たなプラットフォームに登場
による市場環境の変容には対応しきれていない」（5）としたうえで，市場環境を巡る具体的
な課題として，欧州委員会が「インターネットのプラットフォーム及び OS を含むアプリ
ケーションを巡るエコシステム」（6）をあげたことを指摘しているが，OP 文書発表前であ
り，オンライン・プラットフォームの規制に関する具体的な分析はなされていない。オン
ライン・プラットフォームに関する個別の論点については，様々な先行研究があるが，そ
れは，各節における検討で適宜取り上げる。
　以下，第２節においては，OP 文書における「オンライン・プラットフォーム」の定義
を説明する。第３節においては，OP 文書の内容を紹介するとともに考察を加える。第４
節でまとめを行う。

 ２　OP 文書における「オンライン・プラットフォーム」の定義

　欧州委員会は，意見公募の段階では，オンライン・プラットフォームを包括する定義案
として，「両面（又は多面）市場において活動を行う事業体であって，インターネットを
利用して２又はそれ以上の独立した利用者のグループ間の相互作用を実現し，少なくとも
そのうちの１のグループの価値の創出を図るもの」（7）を掲げ，意見を求めた。
　しかしながら，OP 文書においては，オンライン・プラットフォームについて，技術革
新等により多種多様なものが創出されると見込まれるところ，総括する定義を行うことが
難しいとし（8），例示と特徴を示すのみとなった（9）。具体的には，例示として，オンライン
広告，マーケットプレイス，検索エンジン，ソーシャル・メディア及び制作したコンテン
ツの出口，アプリケーションの配信，通信サービス，決済システム並びに協調経済

（collaborative economy）のためのプラットフォームをあげたうえで，その注として，他
の 例 を 排 除 し な い と し つ つ，Google's AdSense, DoubleClick, eBay, Amazon 
Marketplaces, Google, Bing Search, Facebook, YouTube, Google Play, App Store, 
Facebook Messenger, PayPal, Zalando marketplace, Uber といった具体的サービス名を
あげた。また，特徴としては，（１）新しい市場の創出や伝統的な市場に対する挑戦，大
規模なデータの収集・処理・編集による新たなビジネス創出の能力を有すること，（２）
多面市場で事業を行うが，各市場のグループに対する管理の程度は多様であること，（３）

「ネットワーク効果」（サービスの価値が利用者数に応じて増加すること）により便益を受
けること，（４）瞬時かつ容易に利用者に到達するため ICT を利用すること，（５）重要
な価値（データ収集等）の利用やビジネス・ベンチャーの創出の促進，戦略的な依存性の
構築によって，デジタル分野の価値の創造において重要な役割を担うこと，をあげた。
　結論としては，総括的な定義は定められず，個別の規制の目的に応じて定義することと
している（10）。現に，既に提案されている視聴覚メディア・サービス指令（11）の改正指令案
（12）においては，ビデオ共有プラットフォームに絞って定義されている。
　以下，第３節においては，括り切れないほど多様な活動をするオンライン・プラット
フォームについて，OP 文書において，どのような規制等の方向性が打ち出されたかを概
観する。

 ３　OP 文書で示された規制等の方向性とそれに対する考察

　OP 文書においては，政策の原則として，「比較可能なデジタルサービス間の対等な競
争」，「基本的価値を守るためのオンライン・プラットフォームの責任ある行動」，「利用者



欧州連合（EU）におけるオンライン・プラットフォーム
に対する規制等の動向について

67

の信頼性維持及びイノベーションの保護のための透明性と公正性」，「データ駆動経済
（data driven economy）におけるオープンかつ非差別的な市場」の４つが示された。
　以下では，それぞれの原則ごとに，①として，OP 文書の内容を概観し，②として，そ
の内容に関する若干の考察を加える。
　なお，①の OP 文書の内容の概観にあたっては，OP 文書の構造に従って，意見公募を
含む調査結果等のポイント，検討の方向性に関する主なもの，欧州委員会の今後の主な取
組の順に説明する。

（原則１）比較可能なデジタルサービス間の対等な競争
　本原則は，主に，公衆網を利用する音声通話サービス等の伝統的な電子通信サービス
と，技術革新の結果生まれた OTT（Over The Top）（13）サービスとの対等な競争環境の
確保を課題とするものである。

①　OP 文書における内容（14）

　意見公募を含む調査結果等として，OTT のメッセージ・サービスのシェアが 2020 年
にメッセージ市場の 90 パーセントにまで達すること，OTT サービスが伝統的な電子通
信サービスと代替性があり現に競争しているという意見が多いこと等（15）があげられてい
る。
　これらを踏まえて，欧州委員会は，技術革新の結果生まれた新たなサービスが伝統的な
類似のサービスと競争している場合が増えているが，それぞれが異なる規制に服している
場合があるとしている。その一方で，何が「比較可能な」サービスとなるかは，公共政策
の文脈で変わるとしたが（16），いずれにせよ，対等な競争環境が一般原則であるとして，
規制の簡素化や現代化が必要であるとしている。
　今後，欧州委員会は，2016 年の現行の規制に関するレビューの一環として，ユニバー
サル・サービス義務等，伝統的な電子通信サービスのみに適用されている規制の見直しを
検討するとしている。また，2016 年の電子プライバシー指令（17）のレビューの一部として，
当該指令の範囲の簡素化及び OTT サービスの適用可能性を検討するとしている。

②　考　察
　OP 文書においては，OTT サービスと伝統的な電子通信サービスの規制環境の差異を
課題として考えているが，実際はどうなっているのだろうか。現に規制の運用を行ってい
る規制当局のグループの認識を見てみよう。具体的には，電子プライバシー指令以外につ
いては，欧州電子通信規制者団体（以下「BEREC」という。），電子プライバシー指令に
ついては，第 29 条データ保護作業部会（以下「29 条作業部会」という。）（18）をとりあげ
る。
　なお，法令の企画立案は，欧州委員会の専管事項であって，BEREC も 29 条作業部会
も意見を述べるにとどまる。しかしながら，これらの機関の意見は，欧州委員会も注視す
るので，今後の規制等の方向を考える上で重要な情報である。

（ⅰ）BEREC
　EU における電子通信サービス固有の事業規制は，枠組指令（19），認可指令（20），アクセ
ス指令（21），ユニバーサル・サービス指令（22），電子プラバシー指令の５つとされている（23）。
OTT サービスがこれらの事業規制に服するかどうかは，主に，枠組指令第２条（c）で定
義する「電子通信サービス」に該当するか否かによると考えられており（24），「電子通信
サービス」とは，同条において以下の通り定義されている。
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「「電子通信サービス」とは，通常は有償で提供され，専ら又は主として電子通信ネットワーク上で
信号を伝送するサービスをいい，遠隔通信サービス及び放送に使用されるネットワークにおける伝
送サービスを含む。ただし，電子通信ネットワーク及び電子通信サービスを利用して伝送されたコ
ンテンツを提供し又はその編集管理を行うサービスを除く。したがって，電子通信サービスには，
専ら又は主として電子通信ネットワーク上で信号を伝送するものではない指令 98/34/EC 第 1 条に
規定する情報社会サービスを含まないものとする。」（25）

　BEREC は，OTT サービスの電子通信サービスの該当性について，OP 文書の前に公表
された報告書の中で検討している。BEREC は，その基準として，特に，（あ）「通常は有
償で」，（い）「専ら又は主として・・・・信号を伝送する」，（う）「コンテンツを提供し又
はその編集管理を行うサービスを除く。」の３点をあげて，OTT サービスの電子通信サー
ビスへの当てはめを検討しているが，結論としては，判断が難しいとしている（26）。実際
問題として，加盟国の規制当局が競争評価を行うに当たり，特にショート・メッセージ市
場では， OTT サービスを含める当局と含めない当局が混在しているとし（27），不安定な状
況が生じていることを明らかにしている。そのうえで，BEREC は，一つの示唆として，
OTT サービスが公衆網を利用する伝統的な電子通信サービスと接続する場合には，電子
通信サービスと分類し，対等な規制環境に服すべきとしている（28）。
　また，OTT サービスが電子通信サービスに該当しない場合の規制の差異について，
BEREC は，規制当局の情報収集権限が及ばないこと，緊急通報「112」を提供する義務
がないこと，約款の公表等の透明性に関する義務が生じないことを例示としてあげてい
る（29）。BEREC は，規制当局の情報収集権限については，市場の競争評価を行うために，
電子通信サービス提供者でなくとも，関連する事業者から必要な情報を収集できるよう措
置することを求めているが（30），緊急通報の無料提供や約款の公表等に関する規制につい
ては，差異が生じていることを指摘しつつも，規制の目的に応じた比例的な取組が必要で
あり，必ずしも類似のサービスだからといって一網打尽に規制をかけることが適当かどう
かは， BEREC としては判断せず，複数の選択肢を示すのみとなっている（31）。

（ⅱ）29 条作業部会
　一方，29 条作業部会は，電子プライバシー指令の見直しについて，明確な意見を述べ
ている。29 条作業部会は，現行の通信の秘密（同指令第５条（１））の規制が，伝統的な
電 子 通 信 サ ー ビ ス に し か 適 用 さ れ な い が，WhatsApp, Google GMail, Skype and 
Facebook Messenger 等の OTT サービスを名指しし，機能的に同等なものにも適用する
ように見直すべきと明言している（32）。同規定は，本人の同意なく，通信内容及びその関
連するトラフィックデータの取得や監視を禁止するものであるが，この規定を OTT サー
ビスのうち音声通話サービスやメッセージ・サービスを提供する者にも適用しようという
意見である（33）。

（ⅲ）検　討
　欧州委員会は，これらの意見を踏まえて，どのような提案をするのだろうか。
　（ⅱ）に関わる電子プライバシー指令の見直しについては，2017 年１月 10 日，欧州委
員会は，「プライバシー及び電子通信規則案」（34）を提案した。提案においては，まず，法
形式を，「一般データ保護規則」（35）と同様，各国において法制化をせずとも直接適用され
る規則に変更し，EU 域内での規制の公平な運用による健全な競争環境の確保を目指して
いる。また，論点となる OTT サービスについては，同規則案の適用範囲を，VoIP やメッ
セージング・サービス，ウェブベースの電子メール等の「個人間の通信サービス

（interpersonal communications services）」（36）にまで拡張することとし，伝統的な電子通
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信サービスだけでなく，OTT サービスにも通信の秘密の規定を適用することを明確化し
ている（同規則案前文（11）並びに同規則案第４条及び第５条）。そのうえで，規制とし
て，例えば，OTT サービスを含む電子通信サービス提供者がコンテンツの「干渉

（interference）」を行う場合には，全ての最終利用者（all end-users concerned）の同意
を得ることとするとともに，利用者が要求したサービスの提供のために必要不可欠な場合
を除き，事前にプライバシーの監視機関と協議することを規定している（同規則案前文

（19）及び第６条）。この規制は，例えば，オンライン・プラットフォームが提供する無料
の電子メールや音声電話等のデータを利用した広告配信に関係するものと思われる。オン
ライン・プラットフォームの広告配信は，無料でサービスを提供するための重大な収入源
であるため，今回の規制が適用された場合，現時点では監視機関の運用の基準等が分から
ないため見極め難いものの，ビジネス・モデルにも大きく影響する。このようなサービス
は，伝統的な電子通信サービス提供者が通信の秘密等の観点から実施してこなかったもの
と思われるが，今回の規制の見直しにより，両者に適用されるルールを共通化，明確化
し，対等な競争環境の構築を図ったものと考えられる。さらに，同規則案は，EU 内に
サービス利用者がいるが，データ処理等を EU で行わない場合であっても，EU 内に代表
者（representative）を指定し，その代表者を通じて規制の執行を図ろうとしており（同
規則案前文（９）及び同規則案第３条），我が国を含む EU 域外国にも影響する。今後は，
欧州委員会の具体的な提案を踏まえ，欧州議会及び理事会の公開の審議へと手続が進む。
EU がオンライン・プラットフォームのビジネス・モデルに大きく影響する個人データの
保護と利用に関してどのような規制を構築するのか注目される。
　また，（ⅰ）に関わる電子通信サービスに関する規制については，2017 年１月 10 日現
在提案されていないが，BEREC が指摘するように，「比較可能な」サービス間の対等な
規制環境という原則は，規制の目的と手段のバランスも重要である。過度な規制は，経済
成長の阻害といった副作用を伴ううえ，サービスの内容が日進月歩で変化する中，規制す
べき対象を過不足なく定義することは困難であろう。（ⅰ）は，（ⅱ）の個人データ保護の
ような人権に関わるものではないため，規制を網羅的に課すこととなれば，比例性の原則
に反する可能性も否定できない。欧州委員会は，どの規制の不対等な状況を見直そうとす
るのか，BEREC の意見を超えた見直しを図るのか。「比較可能な」サービスの対等な規
制環境の構築は，欧州に限られない課題であり，欧州委員会が先導的にどのような提案を
行うのか注目される。

（原則２）基本的価値を守るためのオンライン・プラットフォームの責任ある行動
　本原則は，オンライン・プラットフォームがデジタル経済において重要な役割を担うよ
うになってきており，有害なコンテンツに対する措置等責任ある行動のあり方を課題とす
るものである。

①　OP 文書における内容（37）

　意見公募を含む調査結果等として，インターネット利用者の３分の１が子供であるこ
と，2010 年に比べて 11 歳から 16 歳の子供のうちヘイト・メッセージに晒されている割
合が 20 パーセント上昇したこと，コンテンツが権利者の許諾無く，又は不公正な条件を
含む許諾契約により利用されていること等（38）があげられている。
　欧州委員会は，このような状況を踏まえて，オンライン・プラットフォームが情報やコ
ンテンツのアクセスに関して中心的役割を担うようになってきており，その重要性にかん
がみて，一層の責任ある行動をとるべきとしている。具体的には，第一の課題として，有
害なコンテンツ等に対するビデオ共有プラットフォームの取組の必要性をあげている。ま
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た，第二の課題として，著作権保護されたコンテンツの利用による収入の分配等（39）をあ
げている。
 　欧州委員会は，第一の課題について，未成年者を有害なコンテンツから，また，全て
の市民をヘイトスピーチ等のコンテンツから保護するため，視聴覚メディア・サービス指
令を改正する指令案（以下「改正 AVMS 指令案」という。）を欧州議会及び理事会に提
案し，ビデオ共有プラットフォームに新たな措置を講じようとしている。これは，既に提
案されており，また，重要な論点を含んでいるので，②において詳しく考察する。
　また，第二の課題については，著作権法令パッケージにおいて収入の公正な配分を実現
するための提案を行うとしているが，2016 年９月に提案されている。具体的には，欧州
委員会は，デジタル単一市場における著作権に関する指令案を提案（40）し，デジタル時代
における新聞発行者（press publisher）の財源を確保するため，新聞の発行者に著作隣接
権を付与しようとするものである（同指令案第 11 条）。

②　考　察
　以下では，改正 AVMS 指令案による「ビデオ共有プラットフォーム」に対する規制案
を概観するとともに，考察を加える。まず，「ビデオ共有プラットフォーム」の定義を確
認する。

（ⅰ）規制案の概要
あ）「ビデオ共有プラットフォーム」の定義案
　改正 AVMS 指令案においては，新たに「ビデオ共有プラットフォーム」の定義を追加
している。具体的には，「大量の番組又はユーザー生成ビデオを保存するサービス。ただ
し，番組及びユーザー生成ビデオに対して，ビデオ共有プラットフォーム提供者の編集責
任がないもの。」（改正後の指令第 1 条第１項（ａａ）（ⅰ）），「保存されたコンテンツの編
成が，サービス提供者によって，自動的な方法又はアルゴリズムによる場合を含み，特に
ホスティング，表示，タグ付け，優先順位付けによって決められるもの。」（同（ⅱ））
等（41）と規定されている。（ⅰ）については，そのプラットフォームの機能として，「大量
の番組又はユーザー生成ビデオを保存すること」とするとともに，これまで現指令の対象
外であったユーザー生成ビデオ（現指令前文 21）も対象に加えることを明らかにしてい
る。また，（ⅱ）は，プラットフォームに保存されるコンテンツについて，アルゴリズム
等により，ホスティング，表示，タグ付け，優先順位付け等の「編成」を行うことを要件
としているが，（ⅱ）は，新たな規制案の内容に関わるため，以下で併せて検討する。

い）「ビデオ共有プラットフォーム」に対する規制案
　これまで，YouTube 等のプラットフォームについては，その保存されるコンテンツに
編集責任がないため，現指令の規制の対象外とされてきた（42）。しかしながら，改正後の
指令第 28ａ条においては，ビデオ共有プラットフォーム提供者は，有害なコンテンツの
未成年者等からの保護について「適切な措置（appropriate measures）」を講じるように
しなければならないとしている。では，「適切な措置」とは何であろうか。

第 28 ａ条

（１）指令 2000/31/EC の第 14 条及び第 15 条を妨げることなく，加盟国は，ビデオ共有プラット
フォーム提供者が以下の措置を講ずるよう措置するものとする。

（ａ）肉体的，精神的又は道徳的な発達を阻害するおそれのあるコンテンツから未成年者を保護す
ること。
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（ｂ）性別，人種，肌色，宗教，出自，国籍又は民族により定義される，グループ又はグループの
一員に対する暴力又は憎悪の扇動を含むコンテンツから全ての市民を保護すること。

（２）第１段落のための適切な措置は，危機に瀕している正当な権利及び利益（公共の利益だけで
なく，コンテンツを生成及び／又はアップロードした利用者及びビデオ共有プラットフォーム事業
者の権利及び利益を含む。）だけでなく，論点となっているコンテンツの性質，生じるおそれのあ
る害，保護されるべき人の範疇の特性の観点から決められるべきである。
当該措置は，以下のことから，適当な場合，構成されるものとする。

（ａ）ビデオ共有プラットフォーム提供者の取扱条件の中で，第１段落のポイント（ｂ）で定める
暴力又は憎悪の扇動の概念及び未成年者の肉体的，精神的又は道徳的な発達を阻害するおそれのあ
るコンテンツの概念を，それぞれ第６条及び第 12 条に従って，定義し，適用すること。

（ｂ）〜（ｆ）（略）
（３）〜（８）（略）

　「適切な措置」は，改正後の第 28ａ条（２）に掲げられているが，そのうち，（ｂ）か
ら（ｆ）の措置は，年齢確認システム，通報システム等といった利用者側に判断を求めて
いる仕組である。一方，（ａ）の措置は，媒介者であるビデオ共有プラットフォーム提供
者が主体的に行うものである。ビデオ共有プラットフォーム事業者が取扱条件としてどの
ようなことを定義すべきか明らかではないが，欧州委員会がどのようなことを想定してい
るかについて，条文の考え方を示す改正指令案の前文を併せ読むことにより検討する。

（29）ビデオ共有プラットフォームに保存されたコンテンンツに関するビデオ共有プラットフォー
ム提供者の性質上，当該適切な措置は，コンテンツの編成に関連づけるべきであって，コンテンツ
そのものに関連づけるべきではない。この点に関して本指令で規定する条件は，電子商取引指令第
14 条（略）の適用を妨げてはならない。電子商取引指令の第 14 条の対象となるサービスの場合，
これらの条件は，電子商取引指令第 15 条（略）の適用も妨げてはならない。

　前文 29 においては，適切な措置として，ビデオ共有プラットフォームは，コンテンツ
そのものに関連づけるべきではないが，コンテンツの「編成（organisation）」に関連づけ
るべきとしている。ビデオ共有プラットフォーム提供者は，その定義の（ⅱ）により，保
存されたコンテンツについて，自動的な方法やアルゴリズム等により，ホスティング，表
示，タグ付け，優先順位け等により，コンテンツの「編成」を決めるとされる。したがっ
て，これらを併せ読めば，ビデオ共有プラットフォーム提供者に対して，コンテンツの内
容に応じて，トップページでの表示の方法にせよ，検索結果の順位付けにせよ，その「編
成」により適切な措置を講じなければならないという「編成責任」を求めているように思
われる。例えば，有害なコンテンツについては，検索結果として下位とすることを取扱条
件に定義し，実際に下位に表示すること等を想定しているものと思われる。果たして，ビ
デオ共有プラットフォーム提供者のこのような取扱は，問題ないだろうか。

（ⅱ）検　討
　これまで，ビデオ共有プラットフォーム等のオンライン・プラットフォームは，媒介者
として，その保存する情報を承知せず，又は管理しないことが想定されてきた。仮に，欧
州委員会の提案のとおりとなれば，ビデオ共有プラットフォーム提供者は，その「編成責
任」を果たすため，保存する第三者のコンテンツについて，機械的にせよチェックし，そ
のチェックの結果に応じて，一定の対応が求められることとなる。
　松井（2010）は，「問題とされた表現が違法なものかどうかは，最終的に裁判所で確定
するまでは分からない。それにもかかわらず，プロバイダーに表現が違法かどうかを判断
させ，自らのリスクで違法と考えられる表現の排除を義務づけることは，結果的に，あぶ
ない表現をすべてインターネットから排除する結果をもたらす。インターネット上の表現
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の自由は大きく萎縮してしまうであろう」（43）とし，媒介者たるプロバイダーに内容を
チェックさせることの問題点を指摘している。違法なコンテンツですら，裁判所以外で判
断することが難しい中，有害なコンテンツとなると，規範，社会，文化等に照らして判断
せざるを得ず，より難しくなる。果たして，そのような難しい判断を，表現の自由も萎縮
させないような形で，事業者に課すことができるのだろうか。
　なお，改正後の第 28ａ条（２）に掲げられた「適切な措置」は，加盟国で最大限調和
させるものと解されており（44），必ずしも全ての加盟国で導入されるとは限られないが，
改正後の第 28ａ条（４）では，加盟国の規制当局に対して，ビデオ共有プラットフォー
ム提供者が講じた措置の適切性を評価する義務が規定されている。このため，例示にせ
よ，「適切な措置」として掲げられている内容が適切性の評価の一種の基準となることは
十分に考えられるので，軽視するわけにもいかないだろう。
　EU においては，テレビジョン放送だけでなく，現指令第 12 条の規定により，ビデオ・
オンデマンド等のオンデマンド視聴覚メディア・サービスについても，有害なコンテンツ
に対する措置を講ずることとなっている。改正 AVMS 指令案は，それをビデオ共有プ
ラットフォームの動画配信までも拡張しようとするものである。保護すべき利益として，
青少年の保護等も重要であるが，インターネット上の表現の自由も同様に重要である。こ
の両者のバランスの確保は極めて難しい。欧州議会や理事会における指令案の審議が注目
される。

（原則３−１）	 利用者の信頼性維持及びイノベーションの保護のための透明性と公正性
（市民及び顧客への周知と権限強化）

　本原則は，オンライン・プラットフォームに関する透明性及び公正性の確保を課題とす
るものである。この原則については，OP 文書において，B2C と B2B に分けて言及され
ているため，本稿でも分けて検討する。

①　OP 文書における内容（45）

　まず，B2C について，2016 年の欧州統計局のオンライン・プラットフォームの調査の
結果として 72%の回答者が収集された個人データ及びその利用の方法に懸念を持ってい
ること，意見公募では 75%以上の回答者が一層の透明化（特に，プラットフォームの収
入と検索結果の影響度，物やサービスの実際の供給者の特定，フェイク・レビュー等誤解
を招く行為等の透明化）を必要としていること等（46）があげられている。
 　欧州委員会は，これらを踏まえて，オンライン・プラットフォーム提供者が収集して
いる個人データの利用方法等を，より効果的に，利用者に説明することが必要としてい
る。また，購入の決定や民主主義の参加に影響を及ぼす情報について，どのように情報が
フィルターされているかの説明等，一層の透明化が必要としている。さらに，オンライ
ン・ランキング等は，フェイク・レビューといった顕著な問題事例が生じているが，バイ
アスに左右されないようにすべき等（47）としている。
　欧州委員会は，OP 文書の公表と同日に，加盟国の規制当局間の協力強化のための規則
案（48）を提案するとともに，オンライン・プラットフォームを含む電子商取引全般をカ
バーする不公正な取引慣行に関する指令（以下「UCP 指令」という。）（49）のガイドライ
ン（50）（以下本節において単に「ガイドライン」という。）を公表した。また，欧州委員会
は，2017 年中に，オンライン・プラットフォームに関する消費者保護法（51）の見直しの必
要性を評価するとしている。
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②　考　察
　以下では，ガイドラインにおけるオンライン・プラットフォームに関するポイントを取
り上げ，若干の考察を加える。

（ⅰ）ガイドラインにおけるポイント
　UCP 指令及びガイドラインの対象範囲となるオンライン・プラットフォームはどのよ
うなものだろうか。ガイドラインによれば，UCP 指令のオンライン・プラットフォーム
提供者の適用については，UCP 指令の「取引者（trader）」に当たるかどうかによるとし
ている（52）。ケースバイケースとしながら，供給者と利用者の間の取引から手数料を得る
場合，追加的な有料サービスを提供する場合，ターゲット型広告で収入を得る場合が該当
するとしている（53）。このため，多くのオンライン・プラットフォーム提供者が該当する
ものと考えられる。
　取引者となる場合には，同指令第６条及び第７条に基づき消費者の誤解を招かないよう
に す る 義 務 が 生 じ る ほ か， 同 指 令 第 ５ 条（２） の「 職 業 の 勤 勉 さ（professional 
diligence）」の義務が課される（54）。「職業の勤勉さ」の義務とは，UCP 指令の他の条文で
は捉えきれない不公正な取引を捉えるセーフティ・ネットとしており（55），例えば，オン
ライン・プラットフォーム提供者は，そのプラットフォームを利用する他の取引者に，
EU の消費者保護法等に従うよう求めることも含まれるとしている（56）。
　UCP 指令は，多くのオンライン・プラットフォーム提供者をカバーするとともに，そ
の多くの行為に対して消費者が誤解しないような行為規制を課している。現に，ガイドラ
インにおいては，アプリ内課金（57）や価格比較サイトでの誤解を招く表示方法（58），SNS に
よるフェイク・レビュー（59）等の幅広いオンライン・プラットフォームに関する問題につ
いて言及されている。以下では，その中でも特に OP 文書で取り上げられた，個人データ
の利用の透明性の確保，検索結果表示のプロセスの透明性の確保，フェィク・レビュー等
への対処について，ガイドラインでどのように言及されているかを見る。

あ）個人データの利用の透明性の確保
　個人データの利用については，「個人別の価格付け（Personalised pricing）」の論点で
特に取り上げられている（60）。個人別の価格付けについては，それ自体が禁止されている
わけではなく，利用者に対して価格やその計算方法を明らかにするならば，認められると
している（61）。その一方，個人別の価格付けについては，購買履歴等によるプロファイリ
ングが，一般データ保護規則第 22 条の自動化された意思決定の禁止の対象範囲となり得
ることや，クッキーの利用は，電子プライバシー指令第５条（３）のオプト・インとなる
こと等を説明し（62），透明性の必要性を強調している。また，個人別の価格付けについて
は，一般的には普及していないとしつつも，英国の競争市場当局の 2013 年のレポートか
ら，個人のプロファイルを活用して価格を設定した証拠はなかったが，技術的には可能と
なっている旨の記述をわざわざ引用しており（63），欧州委員会として関心を示しているこ
とがうかがわれる。

い）検索結果表示のプロセスの透明性の確保
　検索結果表示のプロセスの透明性の確保について，第三者の報酬を得て検索結果を上位
とすることは禁止していないが，その場合には，報酬を得て上位にしているところと，そ
うでないところを明確にすべきとしている（64）。取引者は，UCP 指令第６条（１）及び第
７条（２）により，スポンサーシップの存在等に関して消費者の誤解を招くことや商業的
意図を隠すことが禁じられているため，取引者たるオンライン・プラットフォーム提供者
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も，検索結果としてスポンサーシップによるものがあるならば明確化する必要があるとし
ている。具体的にどこまで明らかにすれば十分となるかは判然としないが，ガイドライン
においては，少なくとも明確かつ顕著にラベルを付すことを求めている（65）。

う）フェイク・レビューに関するオンライン・プラットフォーム提供者の責任
　フェイク・レビューへの対処については，取引者たるオンライン・プラットフォーム提
供者が消費者等のレビューを公開する場を提供する場合，そのレビューを公開する場の提
供それ自身がサービスとなるため，同指令第６条（１）及び第７条（４）の規定に従っ
て，そのサービスに関する情報を明確化することが求められている（66）。例えば，レビュー
の投稿者が必ずしも実際の利用者か確認できない場合には，その旨を消費者に明確に伝え
る必要があるとし，また，実際に利用した者のみのレビューと述べるためには，合理的か
つ比例的な手続を踏む必要があるとしている（67）。具体的には，レビューを投稿する者の
登録等投稿者の信ぴょう性を確認するための技術的な手段を提供すること，レビューを提
供する IP アドレスを確認すること，投稿者が実際に利用したことを確認できる情報（例．
予約番号）を求めること等を例としてあげている（68）。

（ⅱ）検　討
　ガイドラインにおいては，OP 文書で懸念された問題への対処について，禁止ではなく，
消費者が誤解を招かないよう，情報を遺漏なく消費者に伝えることを主としている。これ
は，消費者保護と自由な取引のバランスの確保といった比例性の原則から，まずは透明性
の確保を求めているものと考えられる。いわば，現時点では，既存の指令を基本として，
ガイドラインにより適切な行動に誘引するソフト・ローな対応を取っている。
　その一方，OP 文書では，2017 年に消費者保護法の見直しの必要性を評価するとし，法
令改正もにおわせている。しかしながら，オンライン・プラットフォームによるサービス
については，新しいものが次々と登場することから，内容次第ながら法令の改正等のハー
ドな対応では時宜を失する可能性すらあり得る。特に，オンライン・プラットフォームに
関しては，規制の対象を過不足なく定義することは難しい。むしろ，セーフティ・ネット
である「職業の勤勉さ」の義務の拡張等によるガイドラインでの対応や，事業者の自主規
制としてのベスト・プラクティスの共有の方が奏功することもある。「職業の勤勉さ」と
いう裁量の大きさも問題かもしれないが，迅速な対応とのバランスも求められる。
　EU は，市民の人権を規定する最高レベルの法規である欧州連合人権憲章（69）第 39 条に
おいては，連合の政策は，消費者保護の高いレベルを確保するものとすることが規定され
ている。ソフトな対応にせよ，ハードな対応にせよ，欧州委員会がオンライン・プラット
フォームの B2C に対して講ずる取組は，先駆的な事例となり得るものである（70）。

（原則３−２）	 利用者の信頼性維持及びイノベーションの保護のための透明性と公正性
（公正でイノベーション親和的なビジネス環境の保護）

①　OP 文書における内容（71）

　B2B については，意見公募の結果等として，意見公募の回答者の９割が供給者とプラッ
トフォーム間の B2B の契約条項等について改善の余地があるとしていること，B2B の取
引に不満のあると回答した者のうち 80%が市場の機能だけでは解決せず規制も必要とし
ていること等（72）があげられている。
　欧州委員会は，プラットフォームとの B2B について，意見公募から抽出され得る共通
的な問題として，利用者のデータベースへのアクセスについて不公正な条件，市場アクセ
スに関する拒否や市場アクセスに関する一方的な条件変更等をあげている。一方，B2B
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の問題の解消のために規制も必要という意見があったとしているが，欧州委員会は，現在
の競争法のツールは柔軟であり，オンライン・プラットフォームに関する市場にも適用で
きるとしている。
　欧州委員会は，オンライン・プラットフォームの B2B の取引実態について，利害関係
者と連携し，2017 年の春までに追加的な取組が必要か判断するとしている。

②　考　察
　欧州委員会競争総局は，現行の競争法の下で，既にオンライン・プラットフォーム提供
者に関する様々な事案を既に処理している。欧州委員会競争総局は，以下の通り，2017
年１月 10 日現在，Google 等に対して，支配的地位の濫用行為に関する正式調査等を実施
している（73）。

（ⅰ）正式調査の事案
あ） Google による自社の比較買い物サイトの優先表示及び AdSense のサイトに対する競

合する検索連動型広告の排除の件について（COMP/39.740:2016 年 7 月 14 日正式審
査開始）（74）

　前者の比較買い物サイトの優先表示については，欧州委員会競争総局が 2015 年４月及
び 2016 年７月に Google に送付した異議告知書によれば，Google が支配的地位を濫用し，
一般の検索結果において，自社の比較買い物サイトを優先表示したというものである。ま
た，後者の競合者の検索連動型広告の排除については，欧州委員会競争総局が 2016 年７
月に Google に送付した異議告知書によれば，Google が支配的地位を濫用し，AdSense を
利用する第三者のウェブサイトに，競合者の広告が表示されることを制限したというもの
である。2006 年から排除行為が始まり，最近では契約条件を見直しているが，欧州委員
会競争総局としては引き続き状況を注視することとしている。欧州委員会競争総局が異議
告知書を送付した 2016 年７月 14 日から 10 週間以内に Google が回答することとなってい
るが，その回答は 2017 年１月 10 日現在公表されていない。

い） Google によるアンドロイドと検索の抱き合わせ等（COMP/40.099:2016 年４月 15 日
予備的調査開始）（75）

　欧州委員会競争総局は，予備的調査として，2016 年４月に Google に異議告知書を送付
した。異議告知書によれば，Google が支配的地位を濫用し，欧州で販売されているアン
ドロイド端末製造業者に，アンドロイドの使用許可の条件として，Google の検索をプレ
インストールさせデフォルトにさせた等としている。予備的調査は，公式手続の第一歩

（a formal step）となる。Google は異議告知書を見て文書で回答等することができるが，
こちらも，回答等は 2017 年１月 10 日現在明らかとなっておらず，今後のスケジュールも
未定である。

う）その他
　このほかにも，欧州委員会競争総局は，オンライン・プラットフォーム提供者を対象と
する競争法の事案として，①反トラスト関係では，Apple の iTunes と大手レコード会社
数社との間での市場分割（76），②合併関係では，Google と DoubleClick（77），Microsoft と
Yahoo! の検索部門（78），Facebook と WhatsApp（79），③国家補助関係では，アイルランド
による Apple に対する税の優遇措置（80）等，既に様々な案件に取り組んでいる。果たして，
欧州委員会は，さらなる政策手段の必要性について，どのように考えているのだろうか。
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（ⅱ）検　討
　欧州委員会競争総局において IT 分野の反トラスト等を取り締まる担当者が個人的な意
見として書いた論文においては，オンライン・プラットフォームに関する競争の促進のた
めには，オンライン・プラットフォームに特有の規制ではなく，現行の競争法の枠組が適
当であると結論づけていることが示唆的である（81）。
　EU では，市場における支配的地位を有する者は「特別な責任 （special responsibility）」
があるとされている（82）。Google の事案については，競争法の研究者からも，Google が違
反したとする根拠がはっきりしないとの指摘がなされており（83），検索市場等での支配的
地位による特別な責任という側面が考慮された面も否定できないと思われる。また，林

（2010）が「そもそも，CFI（筆者注：第一審裁判所）は競争法違反にあたって欧州委に
裁量を与えており，いったん 82 条（筆者注：欧州連合の運営に関する条約の現 102 条）
違反とされた支配的事業者の行為について委員会決定の実質的部分を覆すことは，非常に
困難であるといえる。「明白は誤り（manifest error）」があったことの立証は，きわめて
高いハードルだからである」（84）と指摘するように，欧州委員会競争総局の判断は，その
裁量性から尊重される。
　欧州委員会競争総局は，既に，柔軟に適用可能な制度の下，オンライン・プラット
フォーム提供者と対峙している。これ以上の政策手段を求めるとすれば，競争総局以外の
総局が主にイニシアティブを取ることが想定されるが，その場合には，どのような観点か
らの措置を講じるのだろうか。現下のデジタル市場ではデータが競争力の源泉の一つと
なっているため，新たな措置は，次節で取り上げるデータのアクセス権等にも大きく関係
することが考えられるのではないだろうか。

（原則４）	データ駆動経済	（data	driven	economy）	におけるオープンかつ非差別的な
市場

　本原則は，データを利用した事業の健全な発展を図るため，データの流通に関するルー
ルの在り方を課題とするものである。

①　OP 文書における内容（85）

　意見公募の結果等として，オンライン・プラットフォーム間のスイッチングの可能性を
高める必要性や，多くの企業等がオンライン・プラットフォームの API（86）の設計や利用
条件の変更に関する問題提起があげられている。
　欧州委員会は，このような状況を踏まえて，「非」個人データを含むデータの自由の流
通のために，データの持ち運び，標準化や相互接続性の確保等が鍵であるとし，また，
オープンな API ベースのエコシステムの重要性に言及している（87）。
　欧州委員会は，「データの自由な流通」イニシアティブの一環として，オンライン・プ
ラットフォーム間のスイッチングを円滑化する方法を検討するとしている。また，欧州委
員会は，データの所有権や利用可能性に関する法的な不安定さから生じる単一市場の障壁
も審査するとしている。

②　考　察
　以下では，OP 文書に言及されている「データの自由な流通」イニシアティブの動向の
うち，規制に関することを中心に取り上げて検討する（88）。

（ⅰ）「データの自由な流通」イニシアティブの動向
　「データの自由な流通」イニシアティブについては，欧州委員会通信ネットワーク・コ



欧州連合（EU）におけるオンライン・プラットフォーム
に対する規制等の動向について

77

ンテンツ・技術総局の資料によると，2016 年後半に，「正当化されない」データ保有の地
理的保存制限を取り除くための法令を提案するとともに，データの所有権，アクセス及び
責任に関する戦略を公表するとしている（89）。
　前者のデータ保有の地理的保存制限については，EU 域内ではデータの自由な流通が原
則であるものの，実態としては，金融や保険等特定の分野では加盟国の国内でデータ保存
を求めるルールや慣行があるとされている（90）。具体的には，欧州委員会の通信ネットワー
ク・コンテンツ・技術総局が 2016 年 10 月に策定した「データの自由な流通」に関する影
響度評価の暫定版によれば，70 の越境移動を阻害するルールや慣行があるとしている（91）。
このような越境移動の制限は，クラウド・ネットワーク，インターネット・オブ・シング
ズ（IoT）等に関する EU の発展を阻害するため，新たな措置を講じようとしていると考
えられる（92）。データ保有の地理的保存制限を緩和するための措置は，クラウド・ネット
ワーキング等を提供するオンライン・プラットフォーム提供者にとって重要である。EU
域内どこでもデータを保存させることができるならば，データセンターの二重投資が回避
できる。ただし，「正当化されない」という条件がついている点が要注意である。その基
準が明らかで，かつ，欧州委員会が EU の単一市場の観点からオーソライズする等の執行
上の措置がなければ，結局現在と変わらないことになってしまう。
　後者のデータの所有権やアクセス等については，個人データと「非」個人データに分け
て考える必要がある。個人データについては，一般データ保護規則において，遅滞なく消
去させる「忘れられる権利」等のほか，持ち運びに関する規定が設けられ，データ主体
は，「構造化され，一般的に利用され機械可読性のある形式」（93）で受け取る権利を有する
と定められた。この規定の執行に当たり，29 条作業部会が個人データの持ち運びの執行
のためのガイドラインを策定するとしている（94）。個人データについては，そのアクセス
や流通に関して，技術的な課題も様々伴うが，既に動き始めている。
　一方，民間部門の「非」個人データの取扱（95）については，検討中の段階で，様々なア
イディアや検討の観点が表出している。例えば，欧州委員会の競争政策担当のトップの
ヴェスタエアー委員が 2016 年９月に行なったスピーチにおいては，競争政策の観点から，
大量のデータを持っていることではなく，データの unique さ，例えば独占によって得た
データへのアクセスについて注目している旨を述べている（96）。また，先述した「データ
の自由な流通」に関する影響度評価の暫定版においては，センサーや工場で生成したデー
タ等の「非」個人データへのアクセスがデータによる経済成長の鍵を握るが，「非」個人
データの所有に関するルールは，個人データと異なり存在せず，現在は事業者同士の契約
ベースとなっており，このままだとデータ・バリュー・チェーンのロックインに陥ると懸
念している（97）。

（ⅱ）検　討
　民間部門の「非」個人データのアクセスについて，欧州委員会は，どこまで踏み込もう
としているのだろうか。「非」個人データのアクセスについて，競争政策担当の欧州委員
も，欧州委員会通信ネットワーク・コンテンツ・技術総局も，オンライン・プラット
フォームのみに適用するものではないと考えられるが，オンライン・プラットフォーム
は，そのネットワーク効果（98）もテコにして，「非」個人データ等を大量に保有する。独占
企業の不可欠設備と観念する措置にせよ，ロックイン対策にせよ，その他の規制にせよ，
オンライン・プラットフォームに影響を及ぼすことは間違いない。欧州委員会は，2017
年１月 10 日，「欧州データ経済の構築」という文書を公表した（99）。同文書においては，

（あ）データの自由な流通（free flow of data），（い）データのアクセス及び転送（data 
access and transfer），（う ） 責 任（liability），（え） 持 ち 運 び， 相 互 運 用 性 及 び 標 準
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（portability, interoperability and standards）を主なアジェンダに掲げている。今後，欧
州委員会は，同文書に基づき，「非」個人データのアクセスに関するルール等について，
意見公募や利害関係者との対話等を行うこととしている。IoT やロボティックスの急激な
普及により，その生成する「非」個人データが爆発的に増えることが予想される。「非」
個人データのアクセスに関するルール等を早期に決めることは，重要である。欧州委員会
が，「非」個人データを含むデータの自由な流通という重要な課題について，どのような
バランスを確保した政策を講ずるか注目される。

 ４　おわりに

　脱稿した 2017 年１月 10 日現在，（原則１）の電子プライバシー指令案の見直し案，（原
則２）のビデオ共有プラットフォームに編成責任を課す改正 AVMS 指令案，（原則３）
のオンライン・プラットフォームの B2C を含む改正ガイドライン等は，既に明らかになっ
ているが，（原則１）の電子通信サービスの事業規制の見直し，（原則３）の消費者保護法
や競争法の見直し，（原則４）の「データの自由な流通」に関する規制案は，明らかに
なっていない。
　既に明らかになっているものも，これから明らかになるものも，いずれも，オンライ
ン・プラットフォームについて，グローバルに共通する課題に関するものである。また，
EU は，世界最大の GDP を有する市場であること等を背景とした「規制力」（100）によって，
我が国を含め，グローバルに影響を及ぼす。EU の動向は，我が国においても注目すべき
ことである。

●注
１． 本稿の記述は，筆者が現在属している組織若しく過去に属したことがある組織又は筆者が現在参画している

検討会等若しくは過去に参画したことがある検討会等の見解を示すものではなく，すべて筆者の個人的な見
解に基づくものである。 

２． 本稿において，「規制」とは，「社会秩序の維持，生命の安全，環境の保全，消費者の保護等の行政目的のた
め，国民の権利や自由を制限し，又は国民に義務を課すもの」（「規制の事前評価の実施に関するガイドライ
ン」平成 19 年８月 24 日政策評価各府省連絡会議了承）を原則として指すものとする。

３． COM（2015）192
４．COM（2016）288
５． 上原（2016），p.47.
６． Ibid., p.48.
７． European Commission （2015）, p.5.
８． European Commission （2016a）, p.6.
９． COM （2016） 288, p.2-3.
10．我が国における「プラットフォーム」の定義の検討については，曽我部 （2016） 参照。
11．Directive 2010/13/EU of the European Parliament and of the Council of 10 March 2010 on the coordination 
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12．COM （2016） 287
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や事業者の円滑な接続の確保等の場合には，電話番号が割当られているサービスが，対象となるかもしれな
いとしている。

17．Directive 2002/58/EC of the European Parliament and of the Council of 12 July 2002 concerning the 
processing of personal data and the protection of privacy in the electronic communications sector, OJ L 201, 
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g-ict/country/eu/） 参照。

24． ただし，例外もあり，例えば，電子プライバシー指令第 13 条の広告のための望まれない通信（unsolicited 
communications）に関するオプト・インの規制は，電子通信サービスだけでなく，全ての音声通信，ファッ
クス，電子メールに適用されると解されている（Article 29 Data Protection Working Party （2016a）, p.7-8.）

25． 植月（2010）， p.63.
26． BEREC（2016）， p.14.
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28． Ibid., p.16.
29． Ibid., p.22-27.
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